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人口減少や高齢化への対応，社会基盤の維持更新費用の削減，環境外部性の低減の実現のために，立地

適正化計画制度が創設され，各都市でその立案が進められている．しかし，そこでは必ずしも洪水リスク

の考慮が十分ではないと考えられる．これは，立地適正化計画を立案するにあたって，客観的かつ定量的

に洪水リスクを評価する枠組みが確立されていないためと思われる．そこで本研究では，立地適正化計画

の立案に有効な応用一般均衡型都市経済モデルを用いて洪水リスクも評価できることを示し，洪水リスク

を考慮した立地適正化計画の立案を行う．ここでは，50年に一度の降雨を想定した洪水被害に限定した形

であるが，甲府都市圏を対象に洪水リスクにも配慮した立地適正化計画を立案した．  
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1. はじめに 

 

地方都市では，人口減少や高齢化への対応，社会基盤

の維持更新費用の削減，環境外部性の低減を如何に効率

よく実施していくのかが大きな課題となっている．これ

に対し国土交通省は，都市のコンパクト化と地域交通の

再編による「コンパクト・プラス・ネットワーク」のま

ちづくりが有効であるとして，平成26年8月の都市再生

特別措置法の改正により，立地適正化計画制度を創設し

た1)．立地適正化計画は，平成30年5月1日時点で全国161

都市で作成の上，公表されており2)，今後も各都市で立

案される予定である． 

立地適正化計画の立案およびその実行によって，能動

的に都市問題の解決が図れると大いに期待されている．

しかしその一方で，立地適正化計画は現行の土地利用規

制や容積率規制等の強化によって達成される場合が多く，

その場合には社会的厚生が低下するため経済的損失が発

生すると懸念されている．こうした問題に対し，筆者ら

は応用一般均衡型都市経済（CGEUE：Computable General 

Equilibrium & Urban Economic ）モデル3)を用いた立地適正

化計画の立案手法に関する研究を行っており，経済的損

失とのバランスを図りながら立地適正化計画を立案する

手法を提案してきた． 

一方，立地適正化計画の立案にあたっては，災害リス

クの考慮も行うように定められている．しかし，立地適

正化計画の中にどのようにして災害リスクを盛り込むの

かは明記されておらず，災害リスクを考慮した立地適正

化計画の立案が課題となっていた．災害の中でも，地震

は不確実な要素が多いため立地適正化計画に盛り込むこ

とは困難であるとも思われるが，洪水は比較的高頻度の

発生で被害をもたらすことから，少なくとも洪水リスク

を考慮した立地適正化計画の立案は必要ではないかと考

えられる．しかし，洪水リスクを考慮するためには，そ

の客観的かつ定量的な評価が必要であると思われる．そ

うした洪水リスク評価の枠組みが十分には確立されてこ

なかったことが，立地適正化計画立案の中で洪水リスク

が考慮されていない一因であると思われる． 

洪水リスクの定量的評価に関しては，多々納，高木が

総合的にとりまとめている．そこでは，自然災害によっ

て生じるストックの損傷によって生じるフロー減少が直

接被害であり，一方，間接被害はこの直接被害から復旧，

復興のための投資によって達成される経済成長によるフ

ロー増大を差し引いたものと整理されている．そして，

現在，洪水リスクに対してストックがどの程度損傷され

る可能性があるのかは，治水経済調査マニュアル等によ

り計測されている．一方，間接被害の計測については，

空間的応用一般均衡（SCGE：Spatial Computable General 

Equilibrium）を用いた研究がなされているものの，立地

適正化計画を立案する市町村単位での評価については，

適切な手法が提案されていなかった． 
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そこで本研究では，立地適正化計画の立案にも有効で

あるCGEUEモデルにより，洪水リスクの評価も可能で

あることを示し，洪水リスクを考慮した立地適正化計画

の立案を行うことを目的とする． 

 

 

2. 立地適正化計画を検討する観点とその評価 

 

(1) 立地適正化計画を評価した既存研究の整理 

続いて，立地適正化計画の評価に関する既存研究を整

理する．立地適正化計画の基となったコンパクトシティ

に関する研究が多くなされてきた． 水谷ら5)は都市経済

モデルを用いて交通整備やコンパクトシティの実現が，

各産業の生産行動や雇用に与える影響を評価している．

高橋ら6)はコンパクトシティ形成に要する費用，便益を

分析する会計システムを構築し，それに基づく環境負荷

削減効果を計測している．しかし，これらの研究はいず

れも，交通整備によるコンパクトシティへの影響が評価

されているものの，立地の変化は考慮されていない． 

また，防災の観点から立地適正化計画の立案を試みた

研究には竹間，佐藤7)がある．彼らは，立地均衡モデル

を用いて自然災害を想定した立地適正化計画に基づく立

地誘導策が，都市内人口分布に及ぼす影響を評価してい

る．しかし，家計の住宅立地は考慮されているものの，

企業の産業立地については評価されていない． 

 

(2) 本研究における災害の捉え方 

 多々納，髙木4)は，被害および防災投資の整合的な計

量化として，「直接被害」は自然災害によって生じるス

トックの損傷によって生じるフローの減少効果としてお

り，「間接被害」はストック損傷の結果として生じたフ

ローの減少分から「復興」のための投資によって達成さ

れる経済成長によって達成されるフローの拡大分の差と

して表現している．つまり災害によって波及的な被害ま

で捉えた被害を「直接被害」とし，一方復興投資を行い，

企業生産を完全に元に戻したとしても，時間経過によっ

て回復しなかった被害を「間接被害」としている．  

また，土木学会は「『国難』をもたらす巨大災害対策

についての技術検討報告書」を公表し，この中の道路分

科会検討報告書8)では，地震・津波等によって，生産施

設等が破壊され，交通インフラが破壊されることを通し

て，経済活動が低迷することによって生ずる経済被害を

推計しを空間的的応用一般（SCGE：Spatial Computable 

General Equilibrium）モデルを用いて評価されている． 地

震・津波被害（20年累計）として南海トラフ地震と首都

直下地震の被害を経済被害，資産被害，財政的被害を公

表している．このうち経済被害をSCGEモデルで評価し

ており，そこで推計された経済被害額は，南海トラフ地

震の経済被害が1,240兆円，首都直下地震の経済被害が

731兆円となっている．これらをそれぞれ資産被害と比

較すると，南海トラフ地震の経済被害は資産被害の約7

倍，首都直下地震の経済被害は資産被害の約15倍の被害

となる．経済被害はいわゆる間接被害であり，資産被害

はいわゆる直接被害であることから，この推計で算出さ

れた被害は直接被害よりも甚大な間接被害が発災すると

いうことになる． 

双方とも被害によるGDPの毀損と復興投資によって

GDPが発災前の状態に戻るケースを想定しているが，資

産被害（直接被害）と経済被害（間接被害）の捉え方が

大きく異なる．多々納，髙木4)は，資産被害である直接

被害が発生しても被害の分だけ復興投資を行うことで

GDPが発災前の状態に回復するとしている．つまり，直

接被害は復興のためのコストと時間経過によって回避貢

しない被害である間接被害を合わせたものと等しいとし

ている．一方土木学会8)で算出された考え方では，資産

被害（直接被害）の分，復興投資をすればGDPが発災前

の状態に戻るはずが，復興のためのコストを過剰にかけ

ているため間接被害が大きいのではないかと考えられる． 

 

 

3. CGEUEモデルの構築 

 

(1) CGEUEモデルの前提 

 本研究で構築する CGEUE モデルは，武藤ら 3)が開発

した一般均衡型 CUE モデルを基にしており，複数のゾ

ーンに分割された都市圏を対象とする．経済主体は

CGE と同様であり，ゾーンごとに代表家計と産業部門

別の企業，さらに政府，公的投資部門，民間投資部門が

存在する．このうち企業に関しては，産業部門を農林水

産業，製造業，業務系サービス業，商業，対個人サービ

ス業，不動産業，貨物運輸業，旅客運輸業の 8部門とし

た．市場に関しては，CGE モデルと同じように地域全

体で統一的な一つの市場が成立すると想定するものと，

CUE モデルのようにゾーンごとに市場が成立すると想

定するものとを分けて取り扱う．具体的には，農林水産

業，製造業および労働，資本市場は，地域全体で一つの

統一的な市場が成立するとした．また，業務系サービス，

商業，対個人サービスは，これらのサービスが基本的に

は供給されるゾーンに出掛けなければ消費できないとい

う特性を持っていることから，ゾーンごとに市場が成立

するものとした． 

また，貨物，旅客の両運輸サービスは OD別に市場が

成立するとした．これにより，交通の持つ OD別サービ

スという現実的特性を踏まえたモデル化が行えることに

なる．そして，旅客運輸サービスについては，交通機関

選択を考慮し，さらに自動車交通に関しては交通量配分 
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図-1 企業行動モデルのツリー構造 

 

による経路選択まで考慮している． 

最後に，不動産もゾーンごとに市場が成立するとした．

本モデルにおける不動産業は，基本的な行動モデルは他

の産業と同じであるが，その中の生産要素の一つである

資本を土地とみなすことにした．すなわち，不動産業は，

中間投入財と労働に加え，土地という資本を投入して不

動産サービスを供給する．ただし，土地は他のゾーンか

ら借りて投入することなどができないため，あるゾーン

において不動産サービスを供給する場合，そのゾーンに

存在する土地のみが投入されるものとした．その結果，

不動産業の投入する不動産資本だけはゾーンごとに市場

が成立することになり，その不動産資本を投入して生産

される不動産サービスもゾーンごとに市場が清算される

ものとした．  

 本モデルでは，立地適正化計画をゾーン別不動産資本

供給量を政策的に変更することにより表現するものとし

た．これにより，各経済主体の立地をコントロールする

ことが可能になる．そして，立地適正化計画の実施によ

る立地の変更は OD交通のパターンや交通機関選択を変

化させることになり，その結果自動車交通に起因する環

境外部性も変化する．なお，本稿での環境外部性は，自

動車に起因する二酸化炭素（CO2）のみを取り上げるこ

ととし，交通量配分から求められる自動車交通の総走行

距離にCO2排出原単位を乗じて求めることにした 10)． 

 次節以降では，各経済主体の具体的な行動モデルにつ

いて定式化を示しながら説明する． 

 

(2) 企業の行動モデル 

 ここでは，m財を生産する企業（m企業）の行動モデ

ルを示す．その行動モデルの概要を図-1に示しているが，

そのツリー構造は CGE モデルにおける企業の行動モデ

ルと同様である 11)あるいは12)．ただし，地域全体で一つの市

場を想定する農林水産業財および製造業財と，ゾーンご

とに市場を想定するサービス系消費財で若干差異がある．

サービス系消費財を生産する企業の行動モデルは図-4の

破線部で囲まれたものとなり，これは従来の CGE モデ

ルあるいは SCGEモデルの企業の行動モデルと同じであ

る．一方，農林水産業および製造業は，地域全体での代

表企業を想定し，どの地域から生産財を調達して地域全

体の市場に供給するかを決定する行動が追加的に考慮さ

れる．その行動モデルは以下のような生産技術制約下で

の費用最小化問題により定式化される． 
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m ：効率パラメータ，
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ラグランジュ未定乗数法により式(1)を解くと，以下

のゾーン別生産量が求められる． 
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 式(2)を式(1a)に代入すると，m 財価格が求められる． 
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 次に，企業は各ゾーンにおいて，合成中間・サービス

財，不動産サービス，合成生産要素の各投入量を決定す

る．具体的には，農林水産業および製造業は，式(2)で

決定されたゾーン i 別の生産量に対し，合成中間・サー

ビス財，不動産サービス，合成生産要素の投入量を決定

する．一方，サービス系消費財を生産する企業は，ゾー

ンごとに市場が想定されていることからゾーンごとの需

要に応じた生産を行うため，その生産量に対し，中間財

および生産要素の投入量を決定するものとする． 

 以降の定式化は，農林水産業および製造業と，サービ

ス系消費財生産企業とで同一となり，合成中間・サービ

ス財に対しては中間財・貨物合成財とサービス・旅客合

成財の消費量を決定し，中間財・貨物合成財に対しては

合成中間財と貨物運輸を決定する．このうち合成中間財

に対しては農林水産業財と製造業財の消費量を，貨物運

輸に対してはその投入先ゾーンの選択を行う．また，サ

合成中間
・サービス財

合成
生産要素

生産量（地域i）

中間財
・貨物合成財

不動産
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労働 資本

貨物運輸

地域 k

サービス
・旅客合成財

農林水
産業財

製造
業財

合成中間財 地域 k

旅客運輸合成
サービス財

業務
サービス

対個人
サービス

商業

代表企業による
総生産量
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ービス・旅客合成財は，まずどこで消費するかのゾーン

選択を行い，ゾーンごとに合成サービス財と旅客運輸の

消費量を決定する．そして，合成サービス財に対し業務，

商業，対個人の各サービス消費量を決定する．一方，合

成生産要素に対しては労働と資本の各投入量を決定する． 

以上の企業の中間財あるいは生産要素の投入行動モデ

ルは，すべて Barro型 CES生産関数による生産技術制約

下での費用最小化行動によって定式化する．なお，これ

らの定式化の枠組みはすべて同じである．そこで，以下

には図-4の最上位の合成中間財，不動産サービス，合成

生産要素に関する投入量決定の費用最小化問題のみを示

し，残りは煩雑となるため付録にまとめて示した． 
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式(4)を解くと，以下の需要関数が求められる． 
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1

．

 

 式(5)を式(4a)に代入すると，m 財のゾーン i 別価格が求

められる． 

 

 

図-2 家計の立地選択行動モデルのツリー構造 

 

 i
m

i

mi

m

i

mp 


−= 1

11
 (6) 

 以降の定式化は，付録に示している．そこでの定式化

も踏まえると，式(3)あるいは式(6)のm財価格は，他の中

間財の価格とともに，不動産価格，貨物と旅客の運輸サ

ービス価格，賃金率，利子率の関数になっていることが

わかる．また，生産要素投入モデルにより，ゾーン別の

労働投入量が決定されることもわかる．  

 このゾーン別の労働投入量に対し，家計はその企業で

労働するか，労働するなら通勤時間等を考慮してどのゾ

ーンに居住するかという立地選択を行うものとする．次

節では，この立地選択行動を含む家計行動モデルを定式

化する．  

 

(3) 家計の行動モデル 

a) 立地選択行動モデル 

 ここでは，ゾーンiに勤務する家計が居住地としてゾ

ーンjを選択する立地選択行動モデルを示す．その行動

モデルは，図-2のようなツリー構造により表現される． 

本モデルでは，立地選択行動も含めCES関数で特定化し

た効用関数を用いて家計行動を定式化する．CGEモデル

では，家計の消費行動モデルや企業の生産行動モデルを

CES型関数モデルで定式化しており，それらと整合的す

るようにして“behavior consistency”をに満たすようにし

たものである． 

この立地選択行動は財消費行動と同じように，家計が

居住地jでどれだけ効用を得るのかを決定する問題とし

てモデル化する．それは以下のように表される． 

 











= 

j

ij

H

ij

V
u

i

H upe
ij
H

min  (7a) 

  
11

s.t.
−−














= 

i
LH

i
LH

i
LH

i
LH

j

ij

H

ij

LH

ij

LH

i

LH

i

H uu








  (7b) 

ただし， ij

Hu ：ゾーンjに居住しゾーンiに勤務する家計

合成消費財 旅客運輸
（通勤交通）

地域i勤務者

立地選択（地域j）

効用水準（地域ij）

総所得

効用水準（地域i）
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が獲得する効用水準， ij

Vp ：効用水準の価格（式(15)よ

り決定される）， ij

LH

ij

LH  , ：分配パラメータ

（ ,1= j

ij

LH  1= j

ij

LH ）， i

LH ：効率パラメータ，
i

LH ：代替弾力性パラメータ． 

 式(7)は，ゾーンiに勤務する家計の総効用 i

Hu を基に，

彼らが居住地jを選択し，そこでどれだけの効用を得る

のかを，支出最小化問題により表現したものである．こ

の中で ij

Vp は効用水準の価格と呼んでいるが，後に示す

式(13)のゾーンjに居住しゾーンiに勤務する家計の合成消

費財および通勤交通の消費行動モデルから導出される
ij

Vp （式(15)）により求められる．すなわち ij

Hu は，合成

消費財と通勤交通の合成財を意味するともいえるが，こ

れをここでは，従来の立地モデルと合わせるために効用

水準と呼ぶことにしたものである．  

 式(7)を解くと， ij

Hu が以下のとおり求められる． 

 

( )
i

H

i

LHij

V

ij

LH

ij

LH

i

LH

ij

H u
p

u i
LH

i
LH

ij
LH

i
LH














= −

−











1
1

1
 (8) 

ただし， ( )
−














=

n
ij

LH

ij

Vij

LH

i

LH

i
LH

i
LH p








1

． 

 式(8)は，ゾーンjの効用水準価格（あるいは合成財価

格）が低下すれば，そこで得ようとする効用水準 ij

Hu が

増加する関数形となっていることがわかる．式(8)を式

(7a)に代入すると，勤務地iにおける総支出水準が以下の

ように求められる． 

 

i

H

i

V

i

H

i

LHi

LH

i

H

up

ue i
LH

=

= −


1

11

 (9) 

ただし，簡単化のため i
LH

i

LHi

LH

i

Vp 


− 1

11
とおいている． 

 ここで，そもそも支出水準とは価格が与えられた下で，

ある効用（ここでは i

Hu ）を実現するために必要な所得

を意味する．今，家計一人あたり所得が全家計に対し同

一であると仮定し，ゾーンiに勤務する家計数を全産業

の労働投入時間の地域比率により求めるものとすれば，

ゾーンiに勤務する家計の総所得は以下のとおり求めら

れる． 

 i

HH

i

H N=  (10a) 

ただし，
H ：家計一人あたり所得， i

HN ：ゾーンiに勤

務する家計人口数であり，それぞれ以下により求められ

る． 

 

( )

T

HH

j

j

RE

j

RE

H
N

SKrrKwT −−












++

=

 



1

 (10b) 

 T

H

i m

i

m

m

i

m

i

H N
l

l

N



=  (10c) 

ただし，T ：対象地域全体の総利用可能時間の合計，

K ：対象地域全体の総資本ストック量（ただし，不動

産業の投入する資本ストック量を除く）， j

REK ：ゾー

ンjの不動産資本ストック量， rw, ：賃金率と利子率，
j

REr ：ゾーンjの不動産資本利子率，
H ：所得税率，

HS ：地域全体の総貯蓄額（この額は，基準年値で固定

であるとする）， i

ml ：産業mのゾーンiにおける労働投

入時間， T

HN ：地域全体の総家計数（固定）． 

以上のとおり勤務地iにおける総所得が求められるこ

とより，その所得水準の下で実現される効用水準が，式

(9)の総支出水準式より以下のように求められる． 

 
i

V

i

Hi

H
p

v


=  (11) 

 これを式(8)の i

Hu に代入することにより，ゾーンjに居

住しゾーンiに勤務する家計の効用水準が求められる．

なお，その効用水準が決定される際に用いられる価格は
ij

Vp であり，ゾーンjに居住しゾーンiに勤務する家計の

支出額は ij

H

ij

V up  となる．ゾーンiに勤務しゾーンjに居住

する家計人口数は，この家計の支出額の地域比率から導

出できる．  

 i

Hi

H

ij

H

ij

Vij

H N
up

N



=  (12a) 

なお，  =
j

ij

H

ij

V

i

H up であり，式(10c)を代入すると，

式(12a)は以下のようにも表される． 
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H

i m
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m

i

m

j

ij

H

ij

V

ij

H

ij

Vij

H N
l

l
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=






 (12b) 

以上より，本モデルでは ij

Hu を決定することが立地を

決定すると解釈できる． 

 次に，図-2より，ゾーンjに居住することを決めた家

計は，合成消費財と通勤交通に係る旅客運輸サービスの

各消費量を決定する．これは，以下の支出最小化問題に

より定式化される． 

  ij

HTP

ij

TP

ij

VH

j

VH
xz

ij

H

ij

V Cij
HCTP

ij
H

xpzqup += min
,

 (13a) 

( ) ( ) 

 

1

1

1

11
s.t.

−
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+
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ij
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ij
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ij

VH

ij
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ij

CHij
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ij

H

x

z
u
















  (13b) 

ただし， j

VH

ij

VH qz , ：ゾーンjでの合成消費財の消費量と

その価格， ij

TP

ij

HTP px
C

, ：通勤のための旅客運輸サービス

の消費量とその価格， ij

CH

ij

CH  , ：分配パラメータ， 
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図-3 家計行動モデルのツリー構造 

 

ij

CH ：効率パラメータ， ij

CH ：代替弾力性パラメー

タ． 

式(13)を解くと，以下の需要関数が求められる． 
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ただし， ( )
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．

 

 式(14)を式(13a)に代入すると，式(7)で用いた効用水準

の価格が求められる． 

 ij
CH

ij

CHij

CH

ij

Vp 


−= 1

11
 (15) 

 

b) 家計の財消費行動モデル 

 次に，家計は式(14a)の合成消費財に対し，消費財やサ

ービス財，余暇の消費を行う．なお，式(14a)の合成消費

財の価格 j

VHq は勤務地iに依存しない．そのため，勤務

地iで合計をとった式(16)の j

VHz に対して，家計消費決定

モデルを構築することにする． 

 =
i

ij

VH

j

VH zz  (16) 

家計の消費行動モデルもCGEモデルを参考に構築するこ

とにし9)，そのツリー構造は図-3のとおりとした．企業

の行動モデル（図-1）における合成生産要素投入が余暇

消費に置き換わっただけで，他は全く同じ構造となって

いる．すなわち，まず家計は，合成消費・サービス財，

不動産サービス，余暇の消費量を決定する．そして，合

成消費・サービス財に対しては消費財・貨物合成財とサ

ービス・旅客合成財の消費量を決定し，消費財・貨物合

成財に対しては合成消費財と貨物運輸を決定する．この

うち合成消費財に対しては農林水産業財と製造業財の消

費量を，貨物運輸に対してはその投入先ゾーンの選択を

行う．また，サービス・旅客合成財に対しては，まずど

こで消費するかのゾーン選択を行い，ゾーンごとに合成

サービス財と旅客運輸の消費量を決定する．そして，合

成サービス財に対し業務，商業，対個人の各サービス消

費量を決定する． 

以上の家計の消費行動モデルも，枠組みは企業と同様

であり，Barro型CES効用関数による効用水準一定の制約

下での支出最小化行動によって定式化する．図-3の最上

位の合成消費財，不動産サービス，余暇に関する消費量

決定の支出最小化問題は以下のようになる． 
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  (17b) 

ただし， j

H

j

H qz , ：合成消費・サービス財投入量とその

価格， j

RE

j

HRE px , ：不動産サービス消費量と不動産価格，

wl j

H , ： 余 暇 消 費 量 と 賃 金 率 ,,, j

LH

j

HRE

j

ZH   

j

LH

j

HRE

j

ZH  ,,, ： 分 配 パ ラ メ ー タ

（ 1=++ i

LH

i

HRE

i

ZH  ， 1=++ j

LH

j

HRE

j

ZH  ），
j

H ：効率パラメータ， j

H ：代替弾力性パラメータ． 

式(17)を解くと，以下の需要関数が求められる． 
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合成消費
・サービス財

余暇

合成消費財計

消費財
・貨物合成財

不動産
サービス

サービス
・旅客合成財

農林水
産業財

製造
業財

合成消費財 地域 i

旅客運輸合成
サービス財

業務
サービス

対個人
サービス

商業

貨物運輸

地域 k
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 式(18)を式(17a)に代入すると，合成消費財の価格が求

められる． 

 j
H

j

Hj

H

j

Hq 


−= 1

11
 (19) 

以上にて，図-6の最上位の各消費量が求められた．こ

れ以降の定式化も，図-6のツリーにしたがって行われる．

ただし，それらは企業の生産行動モデルの合成中間財に

関する投入モデル，すなわち付録の(2)～(8)にて添字mを

家計の添字Hに置き換えたものと同じである．したがっ

て，ここではその定式化を示すことは割愛したい． 

 

(4) 不動産業の行動モデル 

 不動産業とは，家計や企業がその場所で経済活動を営

むための場所を確保するのに必要な不動産サービスを供

給する主体である．家計がゾーンjに居住する場合，あ

るいは企業がゾーンjで生産活動を行う場合，ゾーンjの

不動産サービスをそれぞれ投入しなければならない．な

お，この具体的なデータは，産業連関表における家計お

よび各企業の不動産部門からの投入額を用いる．そこで

は，持ち家も帰属家賃の概念に基づき考慮されている．

また，これを本モデルに適用するにあたり，基準年の主

体別不動産投入額データを基に，家計は一家計あたり，

企業は従業人口あたりの不動産投入額が同一であるとし

て，ゾーン別の各主体の不動産サービス投入額を求めた．

一方，不動産業は，ゾーンごとに家計，企業の不動産サ

ービス投入量に応じた供給を行うものとした． 

 その際の不動産業の生産行動モデルは，3.(2)で説明し

た他の企業と，枠組みは同じである．すなわち，中間財

と労働，資本を投入して不動産サービスを生産する．た

だし，不動産業の投入する資本は土地であると考え，土

地はゾーンごとに固定的に存在するものとする．この結

果，例えば核となる地域を設定するによって都市機能が

集約したゾーンは，立地変更が進み人口が増加する．人

口の増加は，そのゾーンの不動産サービス需要を増加さ

せる．不動産サービス需要の増加はその生産を増加させ，

労働，資本といった生産要素投入も増加させる．ただし，

不動産業の投入する不動産資本は土地としており，その

供給量はゾーンごとに固定である．そのため，市場均衡

を達成するには，当該ゾーンの不動産資本の利子率が上

昇するため，そのゾーンの不動産サービス価格も上昇す

る．不動産サービス価格の上昇は，各主体の立地変更の

誘因（インセンティブ）を弱めることになり，最終的に

それがなくなる状態に達する．これが「立地均衡」であ

る．  

 以上の不動産業の生産行動モデルの具体的な定式化は，

3.(2)の企業と全く同じである．すなわち，3.(2)の式(4)か

ら式(6)および付録の定式化を不動産部門でも行ってい

る．そのため，ここではその定式化を示すことは割愛し

たい．なお，それらの定式化より，不動産業の投入する

資本はゾーンごとにその供給量が決まっているが，不動

産資本の利子率が上昇した場合には，中間財や労働等を

代替的に投入して生産水準を維持するような行動をとる

こともわかる．また，不動産業の生産行動モデルは他の

企業と同じであるが，不動産資本の市場均衡条件には違

いがある．その違いは市場均衡条件において示す．本研

究では立地適正化計画による立地規制及び洪水被害を不

動産資本供給量の変化を政策変数として計測を行ってい

るが，どちらも不動産業の行動モデルの枠組みは同じで

ある．モデルへの設定については，3.(8)に示した． 

 

(5) 運輸企業の行動モデル 

 本モデルでは，運輸企業を明示的に考慮した上で，

OD別に運輸サービスを生産するものとする．その行動

モデルの基本構造は，3.(2)の企業と同様であり，中間財

と生産要素を投入して運輸サービスを生産する．ただし，

OD別に運輸サービスを生産するとしている点と，交通

整備が運輸企業の生産要素投入効率を向上させるという

モデル化を行っている点に違いがある． 

 

a) OD別運輸サービス生産 

 OD別運輸サービス生産については，企業モデルの式

(4)が以下のように修正される． 

 ( ) ki

T

ki

T

ki

T

ki

TRE

ki

RE

ki

T

ki

T
cfxz

ki

T

ki

T cfpfxpzqyp
ki

T
ki

TRE
ki
T

+++= 1min
,,

 

  (20a) 

 

 

 

 

1

1

1

1

s.t.

−

−

−

−

























+

+=

ki
T

ki
T

ki
T

ki
T

ki
T

ki
T

ki
T

ki
T

ki

T

ki

cfT

ki

cfT

ki

TRE

ki

TRE

ki

TRE

ki

T

ki

ZT

ki

ZT

ki

T

ki

T

cf

x

z

y























  (20b) 

ただし，添字 ik , ：ゾーン k からゾーン i への輸送サービ

スを表す，添字T：運輸を表す． 

 式(20)を解いて得られる需要関数は，式(5)の添字を変

えたものとなる．運輸サービス価格も同様であるが，価

格は特に重要であるので以下に示しておく． 

 ki
T

ki

Tki

T

ki

Tp 


−= 1

11
 (21) 

ただし， ( )

( )
ki
T

ki
T

ki
T

ki
T

ki

ZT

ki

Tki

ZT

ki

ZT

ki

ZTki

ZT

ki

T

pf

q















−

−















−
−+














=

1

1

1
1 ．

 

第 58 回土木計画学研究発表会・講演集

 7



 以上より，本モデルでは，運輸価格は供給されるOD

別運輸サービスごとに導出されることになる． 

 

b) 運輸企業の生産要素投入行動モデル 

 次に，交通整備における運輸企業の生産要素投入行動

を説明する．武藤ら5)と同様に合成生産要素関数がゾー

ン間所要時間と労働，資本のゼロ次同次になっているも

のとする．これにより，交通整備によってゾーン間所要

時間が半分になった場合，そのゾーン間を移動して輸送

サービスを生産する運輸企業の労働および資本の投入量

も半分で済むということが考慮できる．ゼロ次同次性を

仮定した合成生産要素関数は，以下のように表される． 

 

( ) ( )

( )ki

T

ki

T

ki

T

ki

T

ki

T

ki

Tki

T

Aki

Tki

Tki

T

Aki

Tki

Tki

T

Aki

Tki

T

ki

T

ki

T

ki

T

ki

T

ki

T

ki

T

ki

T

ki

T

keffleffcf

k
t

t
l

t

t
t

t

t
cf

kltcfkltcf

=














=

=

,

,,

,,,, 

 (22) 

ただし， ki

Tt ：運輸企業Tのゾーンk-i間の交通所要時間，
ki

T

ki

T kl , ：運輸企業Tの労働投入量，資本投入量， 

ki

Tki

T

Aki

T eff
t

t
= とおいている． 

式(22)にしたがえば，運輸企業の労働，資本の投入量

決定モデルは以下のようになる． 

  ki

T

ki

T
kl

ki

T

ki

T krlwcfpf
ki
T

ki
T

+=
,

min  (23a) 

 
 

( ) ( ) 

1

1

1

11

s.t.

−

−

−

















−−+


=

ki
T

ki
T

ki
T

ki
T

ki
T

ki
T

ki

T

ki

T

ki

LT

ki

LT

ki

T

ki

T

ki

LT

ki

LTki

T

ki

T

keff

leff
cf
















  

  (23b) 

式(23)を解くと，以下の需要関数が得られる． 

 

( )
ki

T

ki

T

ki

LT

ki

T

ki

LT

ki

T

ki

T cf
weff

l ki
T

ki
T

ki
T

ki
T














= −

−











1
1

1
 (24a) 

 

 ( )
ki

T

ki

T

ki

LT

ki

T

ki

LT

ki

T

ki

T cf
reff

k ki
T

ki
T

ki
T

ki
T













 −

−

= −
−












1
1

1

1

1
 

  (24b) 

ただし， ( )

( )
 

ki
T

ki
T

ki
T

ki
T

ki

T

ki

LT

ki

LT

ki

T

ki

LT

ki

LT

ki

T

eff

r

eff

w















−

−















−
−+














=

1

1

1
1 ．

  

式(24)を式(23a)に代入すると合成生産要素価格が求め

られる． 

 ki
T

ki

Tki

T

ki

Tpf 


−= 1

11
 (25) 

 この合成生産要素価格が，ゾーン間所要時間によって

決定される ki

Teff の関数になっている．したがって本モ

デルは，交通整備の影響がこの合成生産要素価格の変化

から波及する構造になっていることがわかる． 

 

(6) その他の主体の行動モデル 

次に，企業と家計以外の主体として，政府の消費部門，

政府の投資部門（公的投資部門），民間投資部門の行動

モデルを示す． 

政府は，家計の直接税支払いと企業の純間接税支払い

からなる税収を得て，その一部を公的投資に回し，残り

を政府消費に充てる．政府の消費部門が決定するn財消

費量は，政府消費に充てられる税収に対し一定比率で支

出されるものとする．まず，政府消費部門の農林水産業

財，製造業財の消費量は以下により求められる． 

 ( ) GGI

n

nGC
nGC

p
x −= 


1  (26a) 

ただし，
nnGC px , ：政府消費部門のn財消費量とn財価格，

GIG , ：政府税収と政府税収に対する公共投資比率，

nGC ：分配パラメータ（ 1=n nGC ）． 

 次に，政府消費部門のサービス財消費は，式(26a)の総

サービス財消費に対しゾーン別消費量まで決定する．ま

た，運輸サービスは，式(26a)の総運輸サービス消費に対

しOD別消費までを決定する．それらは以下のように表

される． 

 
nGCi

n

i

nGCi

nGC x
p

x


=  (26b) 

 
GCTki

T

ki

GCTki

GCT x
p

x


=  (26c) 

ただし， i

n

i

nGC px , ：政府消費部門のゾーンiのサービス

財nの消費量とサービス財nの価格， i

nGC ：分配パラメ

ータ（ 1=i

i

nGC ）， ki

T

ki

GCT px , ：政府消費部門のゾー

ンk-i間の運輸サービス消費量と運輸サービス価格，
ki

GCT ：分配パラメータ（ 1= −ik

ki

GCT ）． 

 また，政府税収は以下により求められる． 

 ( ) ++=
j

j

m

m

j

m

j

mHG cfpfrKwT   (27) 

一方，政府の公的投資部門は，公的投資に回された財

源を，公的投資需要に充てることにより公共事業を実行

する．公的投資部門のn財消費量も，公的投資の財源に

対して一定比率で支出されるものとする．サービス財，

運輸サービスの各消費量まで含めてまとめて以下に示す． 

 
GGI

n

nGI
nGI

p
x = 


 (28a) 
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nGIi

n

i

nGIi

nGI x
p

x


=  (28b) 

 
nGIki

T

ki

GITki

GIT x
p

x


=  (28c) 

ただし，
nGIx ：政府投資部門のn財消費量，

nGI ：分配

パラメータ（ 1=n nGI ）， i

nGIx ：政府投資部門のゾ

ーンiのサービス財nの消費量， i

nGI ：分配パラメータ

（ 1=i

i

nGI ）， ki

GITx ：政府投資部門のゾーンk-i間の

運輸サービス消費量， ki

GIT ：分配パラメータ

（ 1= −ik

ki

GIT ）． 

民間投資部門は，家計貯蓄を財源としてそれらを民間

投資需要に充てることにより民間投資を実行する．民間

投資部門のn財消費量も，投資額に対して一定比率で支

出されるものとする．サービス財，運輸サービスの各消

費量まで含めてまとめて以下に示す． 

  H

n

nI
nI S

p
x


=  (29a) 

 
nIi

n

i

nIi

nI x
p

x


=  (29b) 

 
ITki

T

ki

ITki

IT x
p

x


=  (29c) 

ただし，
nIx ：民間投資部門のn財消費量，

nI ：分配パ

ラメータ（ 1=n nI ）， i

nIx ：民間投資部門のゾーンi

のサービス財nの消費量， i

nI ：分配パラメータ

（ 1=i

i

nI ）， ki

ITx ：民間投資部門のゾーンk-i間の運

輸サービス消費量， ki

IT ：分配パラメータ

（ 1= −ik

ki

IT ），
HS ：家計貯蓄（式(10b)より取得）． 

 

(7) 市場均衡条件 

本モデルの市場均衡条件式は以下のようになる． 

n 財市場（農林水産業財，製造業財）： 

   +++









+=

i

InGInGCn

i

Hn

m

i

mnn xxxxxy  (30a) 

n 財市場（サービス財）： 

 i

In

i

GIn

i

GCn

i

Hn

m

i

mn

i

n xxxxxy ++++=  (30b) 

運輸T市場： ki

IT

ki

GIT

ki

GCT

ki

TH

m

ki

Tm

ki

T xxxxxy ++++=  (30c)  

労働市場：   









+=−

i

i

T

m

i

m

i

i

H lllT  (30d) 

資本市場（除不動産資本）： 

   









+=

i T

i

T

m

i

m kkK  （m：REを除く） (30e) 

不動産資本市場： i

RE

i

RE kK =  (30f) 

 以上の市場均衡条件式より，農林水産業財と製造業財，

労働，不動産資本を除く資本は地域全体の市場で清算さ

 

図-4 土地供給面積の変化 

 

れ，サービス財，不動産資本はゾーンごと，そして運輸

サービスは OD別の各市場にて清算されることがわかる． 

 

(8) 便益定義 

a) 地域帰着便益 

政策に対する便益を等価的偏差（EV：Equivalent Variation）

の概念に基づき定義する．式(13a)の左辺がゾーンjに居

住しゾーンiに勤務する家計の支出水準を表すことから，

便益 ijev は以下のように求められる． 

   ( )Aij

H

Bij

H

Aij

V

ij uupev −=   (31) 

 ただし，添字A, B：それぞれ整備なし，ありを表す． 

 ijev を勤務地iで合計すると，ゾーンjの地域帰着便益

が得られる． 

 

 =
i

ijj evEV  (32) 

 

b) 立地適正化計画による地域帰着便益 

立地適正化計画を考慮する際は，ゾーンごとの不動産

資本供給量 i

REK を変更するものとした． 

図-4は本研究における最適土地利用規制を示しており，

社会的厚生を最大化するようにどれだけ土地供給を減ら

すかを表現したものである．点Aは政策実施前の需要関

数（ i

REk ）と供給関数（
WOi

REK ）の均衡点である．まず立

地適正化計画実施における急激な人口減少という背景が

あることから，人口減少が生じた場合，需要量が減少す 

0

価
格

土地面積

A

B

C
D

E
F

供給関数

G

   
   

需要関数

   
  

   
 

H

I
J

K
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図-5 山梨県甲府都市圏 

 

るため需要関数が減少する．需要量が減少し，土地供給

量が不変の時の均衡点は点Dであり，このときの均衡価

格は点Fである． 

そこから立地適正化計画の実施によって土地利用規制

を行うため，土地供給量を減少させていく．このとき，

供給関数が
WOi

REK から
Wi

REK に移動し，社会的厚生を最大

化したときの均衡点が点Cである，このときの均衡価格

は点Gである． 

 均衡点が点Dの状態は消費者余剰が∆BDFであった状

態に対し，政策を行ったことによる均衡点Cの状態は消

費者余剰が∆BCGまで減少することを表現している．こ

のとき四角形GCEFは不動産資本を保有有する家計の収

入となることから，立地適正化計画の実施による損失は 

∆CDEであり，本研究ではこれを評価可能にした． 

 

c) 洪水被害による地域帰着便益 

 本モデルで洪水被害を計測する際も，3.(8)b)と同様

であり，ゾーンごとの不動産資本供給量 i

REK を変更する

ものとており，土地供給面積の考え方は立地適正化計画

で適用としたものと同様である． 

図-4の点Aは政策実施前の需要関数（ i

REk ）と供給関

数（
WOi

REK ）の均衡点である．  

そこから洪水被害の発災によって不動産資本が失われ

るため，土地供給量を減少させていく．このとき，供給

関数が
WOi

REK から
Wi

REK に移動し，このときの均衡価格は

点Iである． 

 発災前の均衡点が点Aの状態は消費者余剰が∆KAHで

あった状態に対し，発災後の均衡点Iの状態は消費者余

剰が∆KIJまで減少することを表現している．  

 

 

 

 

4. GGEUEモデルによる立地適正化計画の提案 

 

(1) データセットの作成 

図-5は本研究で対象とする山梨県の甲府都市圏を表し

ている．本研究での基本データセットは武藤ら 3)が構築

した一般均衡型 CUE モデルの基本データセットと同様

であり，地域全体の地域内産業連関表であり，SCGE モ

デルで必要となる地域間産業連関表は必要としない．地

域内産業連関表は，2016年に全国産業連関表とともに，

各都道府県の産業連関表も公表されており，対象地域に

もよるが，都道府県を対象地域とする場合には公表され

ている都道府県内産業連関表が直接利用できる．これよ

り，本モデルはデータセットの作成も比較的容易といえ

よう． 

本数値計算では，平成 23 年（2011 年）の山梨県産業

連関表 13)，を基に，対象地域全体の地域内産業連関表を

作成した．データは各県の対象地域の家計人口数，産業

別従業人口数から，それぞれ対象地域の最終需要額，付

加価値額そして生産額を按分により推計し，RAS調整計

算によって中間投入額を推計した．そして，それらを愛

知県の産業連関表に足し合わせることにより，対象地域

の地域内産業連関表を作成した． 

また，本モデルでは運輸部門において自家輸送も考慮

する．そのデータに関しては，2011年の山梨県の各産業

連関表には自家輸送部門のデータが中間投入額のみであ

るが存在している．自家輸送部門の付加価値額データの

推計については，まず平成 17 年に行われた山梨県パー

ソントリップ（PT）調査のOD交通量とゾーン間所要時

間データから，乗用車および貨物車の走行時間を推計し，

それに各車種の時間価値を乗じたものを自家輸送部門の

労働投入額とした．なお，ゾーン間所要時間は交通量配

分により推計されたリンク所要時間から求めている．ま

た，資本投入額は全国の輸送機械の資産額を各県別車種

別の自動車台数により按分して対象地域の値を推計した．

以上より，自家輸送部門も考慮した対象地域全体の地域

内産業連関表が完成する． 

次に，作成した地域内産業連関表から社会会計表

（SAM：Social Accounting Matrix）を作成する．その際に 

必要なデータが家計の所得税と貯蓄額データである．家

計の所得額は，内閣府から公表されている都道府県別経

済財政モデルの中にある「データ推計結果（税金）」の

データを用いた．家計貯蓄額は，家計所得から所得税と

総支出額を差し引くことにより求められる．所得税は既

にデータを得ており，他の家計所得，家計総支出額は産

業連関データから取得できる．以上のデータより，基準

年の家計貯蓄額を求めた．こうして SAMが完成する． 

 次に，完成した SAM を用いてパラメータを推定する．

本モデルは，CGE モデルをベースとしていることから， 
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図-6 山梨県都市計画区域マスタープラン 将来都市構造図 

 

一般的に CGE 分析で用いられるキャリブレーション手

法を用いてパラメータが推定できる．その際の代替弾力

性については，コブ・ダグラス型関数に近いものを想定

することとし，いずれの値も 0.9 とした．ただし，これ

らの値を現実的に設定することについては今後の課題と

したい． 

 次に，家計の立地選択モデル（式(7b)）と，企業のゾ

ーン別生産量決定モデル（式(1b)）のパラメータ推定を

行う．家計の立地選択モデルは，まず平成 24 年度の経

済センサスの活動調査の第 39 表よりゾーン別の総従業

人口数を求め，平成 17年に行われた山梨県 PT調査結果

の通勤ODデータを用いて，ゾーン iに勤務しゾーン jに

居住する家計人口数を求めた．それに一人あたり所得額

を乗じて地域別所得を求め，それを先に推定した家計の

財需要関数に代入してゾーン別の家計総支出額を求めた．

それらのデータからキャリブレーション手法によりパラ

メータが推定できる．なお，ここでは対象とするゾーン

は市区町村をベースとしており，全体で 66 ゾーンとな

っている．これは，交通量配分を行ったゾーンとは異な

っているが，交通量配分結果からゾーン間所要時間を求

める際は，交通量にて重みをとった平均値により市区町

村をベースとしたゾーン間所要時間に変換した．一方，

企業の地域別生産量決定モデルは，経済センサスの市区

町村別の製造品出荷額データから，ゾーン別産業別生産

額を求め，それよりパラメータ推定を行った． 

 以上より，ゾーン別に推計されるモデルも，キャリブ

レーション手法によりパラメータ推定を行うことができ

る．キャリブレーション手法とは，データを完全に再現

できるようにパラメータを決定する方法 11)であることか

ら，本モデルでは，家計の立地分布や企業のゾーン別生

産量も含めて，完全に現況再現がなされている． 

 

 

 

表-1 ガソリン車における燃費および排出係数 

 

 

(3)  外生的な不動産資本供給量変化の設定 

立地適正化計画を提案するにあたり，本研究では3.(7)

に示したように不動産資本供給量を変化させて計測を行

った．  

不動産資本供給量を変化させ，1)地域別便益， 2) 1)に

おける環境負荷（CO2）排出量の変化，3) 洪水被害の発

生による地域別便益を計測した． 

a) 立地適正化計画における不動産資本供給量の設定 

 本研究では，図-6に示した山梨県都市計画区域マスタ

ープラン2)で公表されている将来都市構造図をもとに不

動産資本供給量を変化させ，以下のCaseの比較を行った． 

Case1として，図-6に示されている広域拠点および地

域拠点（図-6の赤印）を図-5のゾーンに対応させ，該当

するゾーンの不動産資本供給量を10％増加させた。この

状態をW1（With Case1）とし，また現状をWO（Without）

として地域便益等の計測を行った． 

次にCase2では，Case1に加え図-6に示されている既存 

都市機能立地地区，都市機能補完地域と呼ばれる地区

拠点（図-6の黄印）の不動産資本供給量は不変，その他

のゾーンは減少させるとの設定を行った．その他ゾーン

の減少設定は，都市圏全体の不動産資本供給量を固定と

するため，Case1での不動産資本供給量の増分を減少さ

せることとした．なお，その地域ごとの減少量は，元の

地域別の不動産資本供給量に応じて減少させるものとし

た． 

b) 立地変化に伴うCO2排出量の算定 

 a)の施策により，都市機能が集約化されることでどの

程度，CO2排出量が変化するか計測を行った．変化した 

OD交通量の総走行距離（km）を燃費（km/L）で除する

ことで，総ガソリン量が求められる．それにCO2排出係

数（kgCO2/L）を乗ずることで環境負荷排出量（kgCO2）

が算出される．具体的な数値は武藤ら12)が算出しており，

本研究ではそこで算出された数値を用いることにした

（表-1）． 

c) 洪水被害発生に伴う不動産資本供給量の設定 

洪水被害の計測にあたり，洪水被害の想定としては，

氾濫シミュレーションにより，山梨県内を流れる富士川

が50年に一度の降雨により氾濫した際に不動産資本供給

量がどのくらい減少したかを表現している．洪水被害計

測においては，家屋被害・家庭用品・事業償却・農漁償

却を不動産資本に値するとし，これらの被害額を各ゾー

ンの不動産資本供給量から差し引いたものを洪水被害有

の不動産供給量と設定し，表-2にまとめた．本研究では 

51

1,2,3 57

49

66

36

37

45

43
4653

65

燃費 CO2排出係数
（km/L） （kgCO2/L）

ガソリン車 12.5 2.322
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表-2 洪水被害における不動産資本供給量の設定 

 
 

洪水被害の発災によって，家屋被害・家庭用品・事業償

却・農漁償却を不動産資本が甲府都市圏全体で75,166

（百万円）の直接被害と設定し，最終的に便益（ここで

は間接被害）が算出される． 

Case1およびCase2の立地誘導を行い上記の被害が発生

したことによる被害額の差を計測した． 

 

(4)  立地適正化計画および洪水被害評価  

a) 土地利用規制による計測比較結果 

Case1および2の施策によるゾーン別便益（図-7）を算

出した．Case1の総便益は、1,450（百万円/年）とプラス

の便益が発生した。Case1は，都市圏全体では不動産資

本供給量が増加しており，それが便益をもたらしたもの

と思われる． 

これに対し、Case2の総便益は，-19（百万円/年）とマ

イナスの便益となった．これは，都市機能集約化した地

域以外は不動産資本供給量を減少させており，それが図

-5に示したメカニズムにより不便益を生じたものと考え

られる． 

b)  CO2排出量計測比較結果 

 施策による発生ベースでのゾーン別CO2排出量の変化

率（図-8）を算出した． 

   Case1ではWOと比較し0.46%CO2排出量が増加した．

これに対し，Case1ではWOと比較し0.17% CO2排出量が

増加した．どちらの施策もCO2排出量を増加させる結果

であったが，土地利用の規制をかけるCase2では強制的

に自動車の利用にも規制がかかることから，Case1比較

し，CO2排出量の減少が見込まれたと考えられる． 

 また，Case1の施策により，ゾーンNo.13石田のCO2排

出量が大きく増加している（図-9）．石田からのどこへ

ゾーン間距離が増加し，CO2排出量を増加させているか

という集中ベースでの評価を本モデルで可能にした． 

 

 

 

c) 洪水害発生による直接被害と間接被害 

 施策における洪水被害の発生による地域便益を図-10

に示した． 

 Case1では被害発生により-11,251（百万円/年）の総不

便益が，Case2では被害発生により-9,767（百万円/年）の

総不便益が発生した．Case1に比べCase2では，土地利用

に規制をかけ，強制的に立地誘導を施すことから，被害

が抑制されたと考えられる． 

 また，推計した不便益は間接被害に相当する．モデ

ルに設定した直接被害は75,166（百万円）であったのに

対し，今回計測された間接被害（不便益）はCase1，2共

に直接被害額よりも小さな値を得た．今回の計測で得ら

れた直接被害と間接被害の関係については，多々納，髙

木14)と同等であり，間接被害が直接被害を上回ることは

ない．  

 

5. おわりに 

 

 本研究では，山梨県の甲府都市圏を対象とし，応用一

般均衡型都市経済モデルを用いて一般均衡体系における

立地適正化計画の都市集約化によるCase別の便益，CO2

排出量の変化，洪水被害に伴う不便益を計測し，比較を

行った．  

Case1に加え土地利用規制をかけることによって強制

的に拠点地域へ誘導させるCase2では，規制をかけたこ

とにより不便益が生じたが，CO2排出量を減少させるこ

とができ，コンパクトシティの目標であった環境負荷排

出量の削減には，規制をかけ立地誘導を行う必要がある

と考えられる．また，洪水被害についても強制的に立地

を誘導することで，被害を抑制できると考えられる． 

今後の課題として，まず，立地適正化計画の策定には

人口減少，少子高齢化という背景がある．そのためこの

ような問題に対する立地誘導については，本モデルでは

扱えなかった公共サービス部門を考慮していく必要があ

る．また，地域公共交通ネットワークの強化も立地適正

化計画の中で推進されているため，今後は公共交通を充

実させた立地適正化計画案を提示していきたい． 

さらに，今回では恣意的に政策変数を与え，その上で

の計測であった．今後は社会的厚生を最大化するような

立地誘導を内生的に決定するようにモデル化を行う． 

そして，災害についてであるが，今回は被害額を計測

し，それを比較したものであったため，この結果を踏ま

え，防災という形で被害を最小限に抑制する立地誘導の

検討を行う． 

 

謝辞：本研究は，科学研究費補助金・基盤研究(C)[課題

番号18K04387]の研究成果の一部である．ここに記して

感謝の意を表する次第である．

不動産資本 不動産資本 不動産資本
供給量変化 供給量変化 供給量変化

１　富士川 0.0% ２２　堀之内 -0.1% ４５　常永 0.0%
２　相生 0.0% ２３　大国 0.0% ４６　田富北部 -0.3%
３　春日 0.0% ２４　北新 0.0% ４７　田富南部 -43.2%
４　新紺屋 0.0% ２５　相川 0.0% ４８　山梨南部 -1.3%
５　塩部 0.0% ２６　塚原 0.0% ４９　山梨北部 -2.6%
６　琢美 0.0% ２７　湯村 0.0% ５０　韮崎東部 0.0%
７　東 0.0% ２８　千塚 0.0% ５１　韮崎西部 0.0%
８　里垣 0.0% ２９　羽黒 0.0% ５２　八田 0.0%
９　玉諸 0.0% ３０　千代田 0.0% ５３　白根 0.0%
１０　甲運 0.0% ３１　敷島北部 0.0% ５４　小笠原 0.0%
１１　穴切 0.0% ３２　敷島中北部 0.0% ５５　芦安 0.0%
１２　貢川 0.0% ３３　敷島中部 0.0% ５６　春日居 0.0%
１３　石田 0.0% ３４　敷島南部 0.0% ５７　石和 -13.2%
１４　池田 0.0% ３５　竜王 0.0% ５８　御坂 -2.3%
１５　新田 0.0% ３６　富竹新田 0.0% ５９　一宮 0.0%
１６　湯田 0.0% ３７　篠原 0.0% ６０　八代 0.0%
１７　伊勢 0.0% ３９　西八幡 0.0% ６１　境川 -0.6%
１８　住吉 0.0% ４０　玉川 0.0% ６２　中道 -1.1%
１９　国母 0.0% ４１　双葉北部 0.0% ６３　豊富 -1.6%
２０　小瀬 0.0% ４２　双葉西部 -24.2% ６４　三珠 -21.2%
２１　山城 0.0% ４３　玉穂 -22.0% ６５　市川大門 -90.0%
２２　大里 0.0% ４４　押原 0.0% ６６　増穂 -0.2%

ゾーン ゾーン ゾーン
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図-7 立地適正化計画によるゾーン別便益比較（百万円/年） 

 

 

図-8 立地適正化計画によるCO2排出量変化率比較 

 

 

図-9 ゾーンNo.13石田 集中ベース別ゾーン間距離変化率比較 

 

 

図-10 洪水被害によるゾーン別便益比較 
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千
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敷
島
北
部
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3
敷
島
中
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敷
島
中
部

3
5
敷
島
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竜
王

3
7
富
竹
新
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3
8
篠
原

3
9
西
八
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4
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玉
川
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1
双
葉
北
部

4
2
双
葉
西
部

4
3
玉
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4
4
押
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4
5
常
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田
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部
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八
田

5
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笠
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5
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春
日
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7
石
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5
8
御
坂

5
9
一
宮

6
0
八
代

6
1
境
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6
3
豊
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（
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万
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）

ゾーン

W1 W2

被害対象地域
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付録 

 

以下が企業の行動モデルの定式化である． 

 

(1) 合成中間財，不動産，合成生産要素の投入 

式(4)～(6)に示したとおりである．  

 

(2) 中間財・貨物合成財，サービス・旅客合成財投入 

・最適化問題 

  i

PSm

i

PSm

i

FZm

i

FZm
zz

i

m

i

Zm zqzqzq
i
PSm

i
FZm

+= min
,

 (A1a) 

 
 

( ) 

1

1

1

11

s.t.

−

−

−

















−−+

=

i
FPm

i
FPm

i
FPm

i
FPm

i
FPm

i
FPm

i

PSm

i

FZm

i

FZm

i

FZm

i

FZm

i

FZmi

FPm

i

m

z

z
z
















  

  (A1b) 

・需要関数 

( )
i

m

i

FPmi

FZm

i

FZm

i

FZm

i

FPm

i

FZm z
q

z i
FPm

i
FPm

i
FPm

i
FPm














= −

−











1
1

1
 (A2a) 

 ( )

i

m

i

FPm

i

PSm

i

FZm

i

FZm

i

FPm

i

PSm

z

q
z

i
FPm

i
FPm

i
FPm

i
FPm















 −

−

=

−

−













1

1

1

1

1

 (A2b) 

ただし， ( )

( )
i
FPm

i
FPm

i
FPm

i
FPm

i

FZm

i

PSmi

FZm

i

FZm

i

FZmi

FZm

i

FPm

q

q















−

−















−
−+














=

1

1

1
1

． 

・価格式 

 i
FPm

i

FPmi

FPm

i

Zmq 


−= 1

11
 (A3) 

ただし， i

FZm

i

FZm qz , ：中間財・貨物合成財の投入量とそ

の価格， i

PSm

i

PSm qz , ：サービス・旅客合成財の投入量と

その価格， i

FZm

i

FZm  , ：分配パラメータ， i

FPm ：効率

パラメータ， i

FPm ：代替弾力性パラメータ． 

 

(3) 合成中間・サービス財，貨物運輸の投入 

・最適化問題 

  i

Fm

i

Fm

i

Zm

i

Zm
zz

i

FZm

i

FZm zqzqzq
i
Fm

i
Zm

+= min
,

 (A4a) 

( ) ( ) 

 

1

1

1

11
s.t.

−

−

−

















+

−−
=

i
Fm

i
Fm

i
Fm

i
Fm

i
Fm

i
Fm

i

Fm

i

Fm

i

Fm

i

Zm

i

Fm

i

Fmi

Fm

i

FZm

z

z
z
















  (A4b) 

 

・需要関数 

 

( )
i

FZm

i

Fmi

Zm

i

Fm

i

Fm

i

Fm

i

Zm z
q

z i
Fm

i
Fm

i
Fm

i
Fm













 −

−

= −
−












1
1

1

1

1
 

  (A5a) 

 

( )
i

FZm

i

Fmi

Fm

i

Fm

i

Fm

i

Fm

i

Fm z
q

z i
Fm

i
Fm

i
Fm

i
Fm














= −

−











1
1

1
 (A5b) 

ただし， ( )

( )
i
Fm

i
Fm

i
Fm

i
Fm

i

Fm

i

Fmi

Fm

i

Fm

i

Zmi

Fm

i

Fm

q

q















−

−














+















−
−=

1

1

1
1

． 

・価格式 

 i
Fm

i

Fmi

Fm

i

Fmq 


−= 1

11
 (A6) 

ただし， i

Zm

i

Zm qz , ：合成中間財の投入量とその価格，

i

Fm

i

Fm qz , ：貨物運輸の投入量とその価格， i

Fm

i

Fm  , ：分

配パラメータ， i

Fm ：効率パラメータ， i

Fm ：代替弾力

性パラメータ． 

 

(4) 中間財 n の投入 

（図-1では農林水産業財と製造業財） 

・最適化問題 

 =
n

i

mnn
x

i

Zm

i

Zm xpzq
i

mn

min  (A7a) 

  
11

s.t.
−−














= 

i
Zm

i
Zm

i
Zm

i
Zm

n

i

mn

i

mn

i

mn

i

Zm

i

Zm xz








  (A7b) 

・需要関数 

 

( )
i

Zm

i

Zm

n

i

mn

i

mn

i

Zm

i

mn z
p

x i
Zm

i
Zm

i
Zm

i
Zm















= −

−











1
1

1
 (A8) 

ただし， ( )
−














=

n
i

mn

ni

mn

i

Zm

i
Zm

i
Zm p








1

． 

・価格式 

 i
Zm

i

Zmi

Zm

i

Zmq 


−= 1

11
 (A9) 

ただし，
n

i

mn px , ：中間財nの投入量とn財価格，

i

mn

i

mn  , ： 分 配 パ ラ メ ー タ （ ,1=n

i

mn  

1=n

i

mn ）， i

Zm ：効率パラメータ， i

Zm ：代替弾

力性パラメータ． 
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(5) 貨物運輸の地域投入 

・最適化問題 

 =
k

ki

Fm

ki

F
x

i

Fm

i

Fm xpzq
ki
Fm

min  (A10a) 

  
11

s.t.
−−














= 

ki
Fm

ki
Fm

ki
Fm

ki
Fm

k

ki

Fm

ki

Fm

ki

Fm

ki

Fm

i

Fm xz








  (A10b) 

・需要関数 

 

( )
i

Fm

ki

Fmki

F

ki

Fm

ki

Fm

ki

Fm

ki

Fm z
p

x ki
Fm

ki
Fm

ki
Fm

ki
Fm














= −

−











1
1

1
 (A11) 

ただし， ( )
−














=

k
ki

Fm

ki

Fki

Fm

ki

Fm

ki
Fm

ki
Fm p








1

． 

・価格式 

 ki
Fm

ki

Fmki

Fm

i

Fmq 


−= 1

11
 (A12) 

ただし， ki

F

ki

Fm px , ：ゾーンiにおけるゾーンkからの貨物

運輸サービス投入量とゾーンk-i間輸送の貨物運輸価格，
ki

Fm

ki

Fm  , ： 分 配 パ ラ メ ー タ （ ,1=i

ki

Fm  

1=i

ki

Fm ）， ki

Fm ：効率パラメータ， ki

Fm ：代替弾

力性パラメータ． 

 

(6) サービス・旅客合成財の地域投入 

・最適化問題 

 =
k

ki

Pm

ki

Pm
z

i

PSm

i

PSm zqzq
ki
Pm

min  (A13a) 

  
11

s.t.
−−














= 

i
PSm

i
PSm

i
PSm

i
PSm

k

ki

Pm

ki

Pm

ki

Pm

i

PSm

i

PSm zz








  (A13b) 

・需要関数 

 

( )
i

PSm

i

PSmki

Pm

ki

Pm

ki

Pm

i

PSm

ki

Pm z
q

z i
PSm

i
PSm

i
PSm

i
PSm














= −

−










1
1

1

 (A14) 

ただし， ( )
−














=

k
ki

Pm

ki

Pmki

Pm

i

PSm

i
PSm

i
PSm

q







1

． 

・価格式 

 i
PSm

i

PSmi

PSm

i

PSmq 


−= 1

11
 (A15) 

ただし， ki

Pm

ki

Pm qz , ：ゾーンiにおけるゾーンkからのサー

ビス・旅客合成財投入量とその価格， ki

Pm

ki

Pm  , ：分配

パラメータ（ ,1=i

ki

Pm  1=i

ki

Pm ）， i

PSm ：効率

パラメータ， i

PSm ：代替弾力性パラメータ． 

(7) 合成サービス財，旅客運輸の投入 

・最適化問題 

  ki

Pm

ki

P

ki

Sm

ki

Sm
xz

ki

Pm

ki

Pm xpzqzq
ki
Pm

i
Sm

+= min
,

 (A16a) 

 
( ) ( ) 

 

1

1

1

11
s.t.

−

−

−

















+

−−
=

ki
Pm

ki
Pm

ki
Pm

ki
Pm

ki
Pm

ki
Pm

ki

Pm

ki

Pm

ki

Pm

ki

Sm

ki

Pm

ki

Pmki

Pm

ki

Pm

x

z
z


















 (A16b) 

・需要関数 

 

( )
ki

Pm

ki

Pmki

Sm

ki

Pm

ki

Pm

ki

Pm

ki

Sm z
q

z ki
Pm

ki
Pm

ki
Pm

ki
Pm













 −

−

= −
−












1
1

1

1

1
 

  (A17a) 

 

( )
ki

Pm

ki

Pmki

P

ki

Pm

ki

Pm

ki

Pm

ki

Pm z
p

x ki
Pm

ki
Pm

ki
Pm

ki
Pm














= −

−











1
1

1
 (A17b) 

ただし， ( )

( )
ki
Pm

ki
Pm

ki
Pm

ki
Pm

ki

Pm

ki

Pki

Pm

i

Fm

ki

Smki

Pm

ki

Pm

p

q















−

−














+















−
−=

1

1

1
1

． 

・価格式 

 ki
Pm

ki

Pmki

Pm

ki

Pmq 


−= 1

11
 (A18) 

ただし， ki

Sm

ki

Sm qz , ：合成サービス財の投入量とその価格，

ki

P

ki

Pm px , ：旅客運輸の投入量とゾーンk-i間の旅客運輸価

格， ki

Pm

ki

Pm  , ：分配パラメータ， ki

Pm ：効率パラメー

タ， ki

Pm ：代替弾力性パラメータ． 

 

(8) サービス財 n の投入 

（図-1では業務サービス，商業，対個人サービス） 

・最適化問題 

 =
n

ki

mn

k

n
x

ki

Sm

ki

Sm xpzq
ki

mn

min  (A19a) 

  
11

s.t.
−−














= 

ki
Sm

ki
Sm

ki
Sm

ki
Sm

n

ki

mn

ki

mn

ki

mn

ki

Sm

ki

Sm xz








  (A19b) 

・需要関数 

 

( )
ki

Sm

kj

Smk

n

ki

mn

ki

mn

ki

Sm

ki

mn z
p

x ki
Sm

ki
Sm

ki
Sm

ki
Sm















= −

−











1
1

1
 (A20) 

ただし， ( )
−














=

n
ki

mn

k

nki

mn

ki

Sm

ki
Sm

ki
Sm

p







1

． 
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・価格式 

 ki
Sm

ki

Smki

Sm

ki

Smq 


−= 1

11
 (A21) 

ただし， k

n

ki

mn px , ：サービス財nの投入量とゾーンkのn

財価格， ki

mn

ki

mn  , ：分配パラメータ（ ,1=n

ki

mn  

1=n

ki

mn ）， ki

Sm ：効率パラメータ， ki

Sm ：代替弾

力性パラメータ． 

 

(9) 労働，資本の投入 

・最適化問題 

  i

m

i

m
kl

i

m

i

m krlwcfpf
i
m

i
m

+=
,

min  (A21a) 

 
 

( ) ( ) 

1

1

1

11

s.t.

−

−

−



















−−+

=

i
CFm

i
CFm

i
CFm

i
CFm

i
CFm

i
CFm

i

m

i

Lm

i

Lm

i

m

i

Lm

i

Lmi

CFm

i

m

k

l
cf
















  

  (A21b) 

・需要関数 

( )
i

m

i

CFm

i

Lm

i

Lm

i

CFm

i

m cf
w

l i
CFm

i
CFm

i
CFm

i
CFm














= −

−










1
1

1
  (A22a) 

 

( )
i

m

i

CFm

i

Lm

i

Lm

i

CFm

i

m cf
r

k i
CFm

i
CFm

i
CFm

i
CFm













 −

−

= −
−











1
1

1

1

1
 

  (A22b) 

ただし， 

( ) ( )
i
CFm

i
CFm

i
CFm

i
CFm

i

Lm

i

Lmi

Lm

i

Lm

i

CFm

rw














−−















−
−+













=

11

1
1 ．  

・価格式 

 i
CFm

i

CFmi

CFm

i

mpf 


−= 1

11
 (A23) 

ただし， i

m

i

m kl , ：ゾーン i の m 企業の労働投入量と資本

投入量， rw, ：賃金率と利子率（これらは都市圏全体の

市場にて清算される）， i

Lm

i

Lm  , ：分配パラメータ，

i

CFm ：効率パラメータ， i

CFm ：代替弾力性パラメータ．
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